
迷惑メールに関する相談を受け付けるとともに、迷惑メールに関する情報の収集・分析及び違反者の調査等を行い、電
気通信事業者等による送信防止対策、その他迷惑メール対策やQ&A等、電子メールの快適な利用環境づくりに取り組
んでいる。また、迷惑メールを防止する技術の研究開発と導入状況に関して調査を実施し、公表している。
さらに、一般の受信者から迷惑メールとして提供された情報について全てを処理することが困難であることから、迷惑
メールに関する情報収集・分析のためのシステム開発を実施した。
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事業の目的
（目指す姿を簡
潔に。3行程度

以内）

事業概要
（5行程度以
内。別添可）

迷惑メール対策の効果的な企画・立案、電気通信事業者等への適切な指導・助言、及び特定電子メール法の効率的な
執行のために、以下を実施する。
（１）相談窓口や通報分析システム等を通じた迷惑メールに関する情報の収集、分析及び提供
（２）特定電子メール法の違反者の所在や送信実態等の調査
（３）迷惑メール防止技術の研究開発及びその導入の状況に関する調査
これらの業務について、業務遂行の専門性及び効率化の必要性を踏まえ、国以外の者への委託を行うこととし、迷惑
メール対策の強化を図るもの。

迷惑メール対策を効果的に立案・遂行するため、迷惑メールの最新の実態等の把握・分析や受信者である国民への対
応等の業務を、業務の専門性及び効率化の必要性を踏まえ国以外の者に委託することにより、特定電子メールの送信
の適正化等に関する法律の執行について効率化を図る。

実施状況

予算の状況
（単位:百万円）

159108

執行率 100% 100% 74%

事業番号 0107

　　　　　　　　　　　　　行政事業レビューシート　　　　　(総　務　省)

予算事業名 作成責任者
事業開始

年度
平成18年度特定電子メール等送信適正化業務委託

補
　
記

自
己
点
検

支出先・
使途の把
握水準・
状況

見直しの
余地

更なる見直し、改善が必要
（効率化）

予
算
監
視
・
効
率

化
チ
ー

ム
の
所
見

一般競争入札における適合基準等の見直しについて検討し、より多くの者が入札可能となるよう努める。

立ち入り検査等を含めた全支出の検査を実施している。具体的には、例えば、人件費については業務日誌、物品費に
ついては領収書等の証憑書類を確認し、支出先・使途の細部まで確認している。
また、高額な機器の購入などの際には、システムの開発状況について打合せを行い、報告を受けている。
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19年度 20年度 21年度

執行額

予算額(補正後） 180

総事業費(執行ベース) 108 107 133

会計区分

根拠法令
（具体的な
条項も記載）

担当課室 消費者行政課

上位政策

課長　鈴木　信也総務省総合通信基盤局

一般会計

担当部局庁

情報通信技術利用環境整備費

179

107 133

関係する計
画、通知等

特定電子メールの送信の適正化等に関する法
律

22年度 23年度要求



資金の流れ
(資金の受け取
り先が何を行っ
ているかについ
て補足する)
(単位:百万円)

総務省

133百万円

迷惑メール対策の立案・執行

（１）相談窓口や通報分析システム等

を通じた迷惑メールに関する情報の

収集、分析及び提供

（２）特定電子メール法の違反者の所

在や送信実態等の調査

（３）迷惑メール防止技術の研究開発

及びその導入の状況に関する調査

Ｂ．エム・シー・エス株式会社

13百万円

迷惑メールに関する情報収

集・分析のためのシステム開

発

【一般競争入札】 【一般競争入札】

Ａ．（財）日本データ通信協会

120百万円

（応札者：1社、落札率99％）



費　目 使　途 金　額
(百万円）

費　目

A.（財）日本データ通信協会 E.

2

使　途 金　額
(百万円）

その他経費 設備施設費等 22

労務費 人件費 76

設備備品費 リース・レンタル費等

一般管理費 管理費

税 消費税 6

15

計

費　目 使　途 金　額
(百万円）

0計 121

開発費 人件費等 7

B.エム・シー・エス株式会社 F.

費　目 使　途 金　額
(百万円）

施設管理費 データセンタ経費 1

機器購入費 システム機器購入費 3

税 消費税 1

0

費目・使途
（「資金の流れ」
においてブロッ
クごとに最大の
金額が支出さ
れている者に
ついて記載す
る。使途と費目
の双方で実情
が分かるように

記載）

計 12 計

C. G.

費　目 使　途 金　額
(百万円）

費　目 使　途 金　額
(百万円）

金　額
(百万円）

費　目

0

D. H.

計 0 計

使　途 金　額
(百万円）

費　目 使　途

0計 0 計



1

Ｉ Ｓ Ｐ

警 察

総 務 省

警告メール

措置命令

技術動向公表

事業者の自主
規制促進 等

受託者

情報収集・

分析・提供

利 用 者

利用停止

検 挙

自衛策の
導入 等

特定電子メール等送信適正化業務委託の概要

モニター機

迷惑メール受信者
からの情報提供

迷惑メール通報システム
への情報提供

メールの転送等

ワンタッチ操作
で通知（予定）

通報システムへの
情報提供をリアル
タイム分析処理
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